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＜はじめに＞ 

（過去、現在、将来）  

 先週、私は駆け足で、ドイツ、イギリス、

イタリアと周って参りました。そして、４カ

国のＧ８メンバーの４首脳と会談をしてまい

りました。このサミットに向けて、この時期

にお会いできてよかったというふうに思って

おりまして、たいへん有意義な意見交換を行

うことができたと思っております。  

 そのイギリスに参りましたけれど、イギリ

スには、「アイアンブリッジ」と呼ばれる、１８

世紀後半に建設された世界最初の鉄橋でござ

いまして、今も保存され、世界遺産となって

いると、こういうものであります。  

 産業革命の原点とも呼ぶべき、この鉄製の

橋の建設が可能となったのは、それまでの木

炭に代わって、コークス、すなわち、化石燃

料を使用することによって、鉄を大幅に増産

できるようになったわけであります。  

 その「アイアンブリッジ」に象徴されます

産業革命を支えたエネルギー、これはその後、

石炭から石油へと代わり、人類は、まさに猛

スピードで現在に至る近代社会を作り上げて

きたと、そういうことに成功したわけでござ

います。  

 しかしながら、２１世紀に入りまして、資源

の枯渇、そして温暖化という形でもって、そ

のような社会のあり方は、大きな岐路に立た

されているということであります。  

 私たちが、２００年以上前の産業革命の功績

に感謝するがごとく、今度は逆に、２００年後

の「将来世代」が、今現在の私たちをどのよ

うに振り返るのかが問われていると、こうい

う時であると考えております。  

 こうした歴史の変遷の上に立って、私は、

本日は、「地球温暖化問題」についてお話をさ

せていただきたいと思います。  

（低炭素社会への転換）  

 地球温暖化の問題は、ＩＰＣＣ（気候変動

に関する政府間パネル）。ここで繰り返し警鐘

を鳴らしておりますように、このまま手をこ

まねいていれば、「将来世代」を危機的な状況

に追い込んでしまうということになります。  

 さらに、こうした温暖化問題の背景にあり

ます、化石エネルギーに大きく依存した世界

の有り様は、すでに「現在世代」にも、大き

な警鐘をならしているわけであります。  

 私が今から大分前に、４０年ほど前に石油会

社におりましたが、当時の原油価格というの

は、1 ドルです。１バレル１ドルという時代で

ございました。我が国の戦後の高度成長は、

石油という安いエネルギーによって実現した、

と当時、そのように言っておりました。それ

が今や１３０ドルを超えるまでになりました。

また、こうしたエネルギー価格の高騰も、そ

れだけでなく、食糧の価格の高騰。量の確保

にも深刻な問題を生じせしめていると、この

ようなことになっております。  

 今こそ、私たちは、産業革命後につくりあ

げられた化石エネルギーへの依存を断ち切り、

そして「将来の世代」のための「低炭素社会」

へと大きく舵を切らなければいけない、とい

う時に来たというように思っております。  

 ただし、これは、日本一国の問題ではあり

ません。温暖化は、国境のない地球規模の問

題でもあります。「地球温暖化問題」を議論す

る際には、「世界」レベルでの広い視点が求め

られているということであります。  

 一方で、低炭素社会を実現するのは、一人

一人の「国民」でありまして、すべての「国民」

が当事者であり、主役である、という視点も

同時に忘れてはならないと思います。低炭素

社会というのは、「国民」の行動なくしては、

成り立たないということなのであります。  

 低炭素社会の実現には、世界全体での取組と、

足下での国民運動という二つの視座を同時に

持ち続けることが必要になるわけであります。  

（自信を持って踏み出す）  

 こういうような低炭素社会の実現は、現在

の我々の世代に突き付けられた大きなチャレ

ンジであるということは間違いありません。

しかしながら、これを単に我々に課された「負

担」だというようにだけ捉えたのでは、問題

の解決にはならないと思います。  



 

 第一に、低炭素社会への移行は、「新たな経

済成長の機会」と捉えるべきであります。  

 また、温暖化対策は、新しい需要を生み、

そしてまた新しい雇用を生み出す、それと共

に新しい所得も生み出す、そういうチャンス

でもあります。低炭素社会とは、環境と両立

する経済活動が、大きなチャンスを生む社会

と言ってもよいのではないでしょうか。  

 また、二酸化炭素の排出を負債と捉えよう

とすると、世界で生まれつつある新しい価値

観は、トップレベルのエネルギー効率を誇る

我が国の省エネ・環境技術に、高い国際競争

力を保証してくれるものです。  

 第二に、低炭素社会を実現するためのヒン

トは、実は「我が国の良さ、伝統」の中に既

に存在していると思います。  

 我が国の文化の源泉には、「自然との共生」

という理念がございます。経済成長の過程で、

環境破壊を伴うこともありましたが、その反

省の上に立って、我が国は、環境との調和を

旗印に、世界有数の経済大国を作り上げるこ

とに成功しました。  

 この背景にもある「もったいない」の精神

は、間違いなく新たな低炭素社会におけるキ

ーワードとなるものです。  

 こうした点を踏まえますと、私たちは、尻

込みする必要はありません。今こそ、大きな

自信を持って、低炭素社会に向けた第一歩を

踏み出すべき時だと思っております。  

 これから、そのための具体的な政策につい

て、私の考えを述べさせて頂きますが、その

前にまず、我が国が目指すべき目標について

申し上げます。 

＜日本の長期・中期目標＞ 

（長期目標）  

 地球温暖化による影響が既に顕在化してい

るなかで、この危険な状況から脱するために

は、CO2 の濃度を一定レベルで安定させるこ

とが必要です。  

 そのためには、2050 年までに、世界全体で、

CO2 排出量の半減を目指さなければなりませ

ん。これは、我が国が世界に呼びかけた「クー

ル・アース構想」の根幹をなす削減目標でござ

いまして、G8 及び主要排出国との間で、この

目標を共有すること目指したいと思います。  

 主要排出国の参加はもちろん、世界の全て

の国々が何らかの形でこの問題に取り組むの

でなければ、この目標の達成は不可能であり

ます。その際、先進国が途上国以上の貢献を

すべきは言うまでもありません。日本として

も、2050 年までの長期目標として、現状から

60～80％の削減を掲げて、世界に誇れるよう

な低炭素社会の実現を目指してまいります。  

 日本が地球を守る戦いの中で、先に発展を

した国として、より厳しい責任を受け持つの

は当然のことであると、私は考えています。  

（中期目標）  

 この 2050 年半減という長期目標を本当に

達成していくためには、世界全体の排出量を、

今後10年から20年くらいの間に、ピークアウト、

すなわち頭打ちにさせなければなりません。 

 「すぐ手が届く将来」のことを論じる以上、

単なるかけ声とか、政治的なプロパガンダみ

たいな目標設定ゲームに時間を費やす余裕は、

もはやありません。 

 今や、それぞれの国が「確実な実現」に責

任を負うことのできる目標に向けて、「地に足

の着いた議論」を開始する段階に来ています。

私がダボス会議で提案したセクター別のアプ

ローチは、そうした現実的な解決策を見出す

方法論にほかなりません。  

 EU は、2020 年までに 90 年比で 20%の削減

を目標として掲げております。これは現状

（2005 年）から 14%の削減を意味します。日

本は、省エネ先進国として、既に EU 諸国を大

きく上回るエネルギー効率を実現しておりま

すが、先般、2020 年までに、現状から更に、

EU と同程度の削減レベルである 14％の削減

が可能だという見通しを発表しました。  

 90 年以降の我が国の実際の排出量は、若干

の増減はありますが、微増傾向にあるのが実

態です。この 2020 年 14%削減という数字は、

これを、ここ１、２年のうちに確実にピークア

ウトさせて、2012 年までの京都議定書上の目



 

標を確実に達成することはもちろん、2020 年

に向けて更に大きな削減を実現して、引き続

き世界最高水準の省エネ先進国として世界を

リードしていくというものです。  

 この数字は、決していい加減なものではな

くて、セクター別アプローチを緻密に適用し

まして、その時々に実現していると予想され

る最も進んだ省エネ、そして新エネ技術を具

体的にどの程度導入していくことが可能かに

ついて詳細に検証しまして、削減可能な排出

量をひとつひとつ積み上げた結果得られたも

のです。 

 コストもかかりますが、このような技術的開

発をするというのは、ここまでは可能だという

姿を具体的に示した世界初の試みであります。  

 国別総量目標の設定に当たりましては、こ

うしたセクター別積み上げ方式についての各

国の理解を促進してまいりたいと思っており

ます。具体的には、我が国が行ったようなセク

ター別アプローチで、各国が実際どの程度削減

することが可能なのか分析作業を行って、本年

12 月の COP14 にその成果を報告するよう、働

きかけていくことが必要だと考えております。  

 また、基準年につきましても、20 年も前の

1990 年にいつまでも拘っていてよいのかと

いった論点もあり、セクター別積み上げ方式

に対する各国の評価なども踏まえて、共通の

方法論を確立するとともに、来年の然るべき

時期に我が国の国別総量目標を発表したいと

考えております。  

 いずれにせよ、「世界全体」で近いうちにピ

ークアウトするという目標を実現するために

は、EU や我が国のみならず、主要排出国をは

じめとする「全員参加」型の枠組みがどうし

ても必要であります。  

 そのためには、先進国が途上国以上の貢献

をすることを前提としながら、誰もが納得で

きる「公平かつ公正なルール」に関する国際

社会の合意作りに向けて、粘り強く交渉して

まいりたいと考えています。 

 

 

＜具体的な政策＞ 

 地球環境の現状を直視し、掛け声だけでは

なく、現実に温室効果ガスを削減するための

具体的な動きを加速したい、これこそが私の

思いであります。  

 ではどうしたら実現できるでありましょう

か。私が考えた具体的な政策は、大きく４つ

の柱から成っています。  

１つは革新技術の開発と既存先進技術の普及、  

２つ目は国全体を低炭素化へ動かしていくた

めの仕組み、  

３つ目は地方の活躍、そして  

４つ目に、国民主役の低炭素化  

です。 

１．革新技術の開発と既存先進技術の普及 

（革新技術）  

 先ず、革新技術について申し上げますが、

第一の柱は、技術の重要性であります。2050

年に排出量半減、ましてや 80%といった削減

を行うためには、省エネを中心とする既存技

術をどれだけ普及させたとしても足りないこ

とはそれはもう明白であります。技術のブレ

ークスルーなくして、実現できないという挑

戦です。 

 まだこの世に存在していない、温室効果ガ

スを生み出さない革新技術の開発に成功する

という、鍵を握っているのであります。この

開発には、大変な努力と、そしてある程度の

年数がかかります。  

 しかしながら、実際には、2050 年の削減目

標について、50%、若しくは 60～80%という、

大きな目標値は掲げても、革新的な技術を開

発するための具体策は、今、ほとんど聞こえ

ておりません。逆に、それに振り向けられる

世界の研究資金・開発資金ですね。第二次石

油ショックをピークに、今ではその半分にま

で減少しているのが現状であります。  

 ところが、我が国の国情は違います。2005

年のエネルギー分野における各国政府の研究

開発投資を比較しますと、日本は米国や欧州

諸国より、ずっと大きな研究開発投資を行っ



 

ています。つまり、日本は、世界のどの国よ

りも真剣に、地球の将来を救う鍵となる革新

技術の開発に力を入れている国だということ

なんであります。  

 今年１月、私はダボス会議で、向こう５年間

で 300 億ドルの資金を投入する「環境エネル

ギー革新技術開発計画」、そしてもう一つ、100

億ドルの資金による途上国の対策を支援する

「クールアース・パートナーシップ」構想を

発表いたしました。  

 今後とも、我が国は、環境先進国として、

発展途上国や中国、インドなどの主要排出国

に対して、先端的な省エネ技術やノウハウを

積極的に提供していくつもりであります。し

かしながら、温暖化問題の解決には日本の努

力だけでは不十分でございまして、国際社会

全体で取り組んでいく必要がございます。  

 途上国の気候変動問題への取組みに対する

支援として、米国、英国と一緒に多国間の新

たな基金を創設することを目指していますが、

日本としては、最大 12 億ドルの拠出を行うこ

とといたしております。これからのサミット

プロセスなどを通じて、より多くの国が参加

するよう呼びかけてまいります。  

 こうした途上国支援に向けた世界の輪は着

実に広がりつつありますけれども、革新技術

の分野での取組は、まだまだ立ち遅れている

と言わざるを得ません。  

 そこで、私は、革新技術の取組を一層加速

するために、洞爺湖サミットにきまして、国

際機関とも連携した「環境エネルギー国際協

力パートナーシップ」これを私の構想として

提案したいと思っております。  

 これは、30 年先、40 年先をにらんだ革新的

な太陽電池やＣＣＳ技術、次世代原子力発電

技術などの技術開発ロードマップを世界で共

有し、各国が自分の得意分野を分担しながら

国際社会が協調して技術開発を進めていくと

いうものであります。  

 そして、そこで得られる成果、これは、国

際社会の共有財産として、途上国にも普及さ

せていくそういう仕組みを創ってまいりたい

と思います。  

（既存先進技術の普及：再生可能エネルギー）  

 今ある技術をどのように普及させていくの

かという問題があります。低炭素社会を実現

するには、このような革新技術が開発される

までは、既にある先進的な技術をフルに活用

していくことになります。  

 先ほど申し上げた 2020 年までに現状から

14％の削減を実現するためには、太陽光、風

力、水力、バイオマス、未利用のエネルギー

などの再生可能エネルギーや原子力などの

「ゼロ・エミッション電源」の比率を 50％以

上に引き上げると同時に、新車販売のうち 2

台に 1 台の割合で次世代自動車を導入するな

ど、いくつかの野心的な目標を実現していか

なければなりません。  

 特に、最近まで日本のお家芸であった太陽

光発電の普及率で、現在ドイツの後塵を拝し

ていますが、太陽光発電世界一の座を奪還す

るため、導入量を2020年までに現状の10倍、

2030 年には 40 倍に引き上げることを目標と

して掲げたいと思います。  

 そのためには、電気事業者による世界最大

級のメガソーラー発電の全国展開に加えまし

て、新築持家住宅の 7 割以上が太陽光発電を

採用しなければならない計算となるわけであ

ります。 

 コスト削減や系統安定のための技術開発を

進めると同時に、一家庭当たり毎月 500 円の

コストを負担しているドイツの例も参考にし

ながら、大胆な導入支援策や新たな料金シス

テムについても検討しなければなりません。  

 原子力に関しては、CO2排出ゼロという特性

そしてエネルギー価格の高騰傾向を反映して、

先進国のみならず途上国でも積極的に原発を

導入する動きがあります。引き続き安全安心

を大前提に原子力政策を推進していくととも

に、こうした国際的な動きに対して、日本の

優れた安全技術を提供し、核不拡散に対する

厳格な姿勢を伝えていくことは、我が国に期

待されている重要な役割だと考えています。 

 



 

（既存先進技術の普及：省エネ）  

 次は、エネルギーの使い方についてです。日

本は、産業界の優れた技術力と国民の「もった

いない」精神によりまして、世界のなかでも最

もエネルギー効率のよい構造となっています。  

 こうした低炭素化を更に押し進め、それを

世界に広げていくことを通じて、世界に貢献

してまいりたいと思います。  

 そのためには、格段の省エネを進めるとい

うことに尽きます。  

 例えば、2012 年を目指して、全ての白熱電

球の省エネ電球への切り替えを進めていきま

す。蛍光灯型電球に換えることで、必要な明

るさは保ちながら、消費電力は５分の１、寿命

は 10 倍になります。その他にも、ブラウン管

テレビを液晶テレビに切り替えたり、ヒート

ポンプ技術など日本が最先端を行く省エネ技

術を組み込んだ給湯器やエアコン、冷蔵庫の

導入を加速させることによって、電気代を安

くしながら、大幅に CO2 を減らすことがでる

のであります。  

 また、現在、省エネ住宅・省エネビルの義

務化に向けた制度整備、ビルへの新エネ導入

の加速、200 年住宅の普及促進など、幅広い

分野での低炭素化政策を強力に推進してまい

ります。  

 また、エコビジネスや良質な環境社会資本

整備に公的資金や民間資金が流れやすくする

ための基準や仕組みを整備すると、日本の金

融・資本市場が環境配慮のトップランナーと

なることを目指してまいりたいと思います。  

２．国全体を低炭素化へ動かすしくみ 

 ２番目の柱でありますけど、国全体を低炭

素化へ向けて動かすための仕組みです。  

（排出量取引）  

 環境問題の解決には政府の役割も大きいこ

とではありますが、あくまでも排出削減の実

際の担い手は民間であることを考えるならば、

CO２に取引価格を付け、市場メカニズムをフ

ルに活用し、技術開発や削減努力を誘導して

いくという方法を積極的に活用していく必要

がございます。  

 こうした手法のひとつとして、EU でも、

2005 年から域内排出量取引制度が始まって

いますが、我が国としても、いつまでも制度

の問題点を洗い出すというのに時間と労力を

費やすのではなく、むしろ、より効果的なル

ールを提案するくらいの積極的な姿勢に転ず

るべきだというのが私の考えです。  

 そのため、今年の秋には、できるだけ多く

の業種・企業に参加してもらい、排出量取引

の国内統合市場の試行的実施、すなわち実験

を開始することとします。  

 それは、自ら経験してこそ、排出量取引の

ルール作りに説得力ある意見を言うことがで

きるからであります。その際、実際に削減努

力や技術開発に繋がる実効性あるルールを、

そしてまた、マネーゲームが排除される、健

全な、実需に基づいたマーケットを作ってい

くことが重要であると思います。  

 ここでの経験を活かしながら、本格導入す

る場合に必要となる条件、制度設計上の課題

などを明らかにしたいと考えております。技

術とモノ作りが中心の日本の産業に見合った

制度はどうあるべきか、その点はしっかりと

考えてまいります。  

 日本の特色を活かせる設計をこの面におい

て行い、国際的なルールづくりの場でもリー

ダーシップを発揮してまいります。  

（税制改革） 

 次に税制であります。市場メカニズムを活

用しながら削減を加速する手法は排出量取引

に限られるわけではなく、特に民生部門にお

ける自主的な削減努力を促す方法として、税

制の活用や CO２の「見える化」を積極的に考

えていく必要があります。 

 秋に予定している税制の抜本改革の検討の

際には、道路財源の一般財源化後の使途の問

題にとどまらず、環境税の取扱いを含め、低

炭素化促進の観点から税制全般を横断的に見

直し、税制のグリーン化を進めます。  

 例えば、自動車や家電製品、そして住宅建

築にも CO2 排出を抑制するインセンティブと



 

しての税制を活用することが考えらないもの

かどうか、といったような多様な観点から検

討を行ってまいります。  

 なお、先進国が中心となって、革新技術の

開発や途上国の支援を共同して行うための財

源として、国際社会が連携して地球環境税の

あり方、こういったようなことについても研

究していく必要があると考えています。  

（見える化）  

 自分の出す炭素に自ら責任を持つことが求

められるのは、産業界だけの話ではありませ

ん。国民一人ひとりが、低炭素社会の実現に

向けて、賢く、そして責任ある行動をとるこ

とが必要となります。  

 そのためには、CO2 排出の見える化によっ

て、消費者が的確な選択を行うための情報を

提供すること、これが重要となります。  

 イギリスなどでは、製品や食品の製造から

輸送、廃棄に至る過程で排出される CO2 を測

定して商品に表示する、カーボン・フットプ

リント制度やフードマイレージ制度が試行さ

れております。これを国際的にも広げていこ

うという動きがございます。  

 我が国としても、このカーボン・フットプ

リント制度などの国際的なルールづくりに積

極的に関与して、そして、わが国の国内での

削減を進めるために、来年度から試行的な導

入実験を開始したいと思っております。その

ための準備を関係省庁に指示するとともに、

産業界にも協力を要請してまいります。これ

が軌道に乗れば、世界最大級の取組みになる

と期待されます。  

３．地方の活躍 

 次に、地方の活躍、貢献について申し上げ

ます。大きな柱の３つ目であります。地方の

果たすべき役割は何かということであります。  

 低炭素社会における農業と林業の重要性は、

これまでとは比較にならないものがございま

す。食料自給率を高めるということは、海外

からの輸送にかかる CO2 排出を減らすことに

もつながりまして、林業の振興は、CO2 の吸

収源を増やすことにつながってまいります。  

 農業や林業の担い手である地方は、これか

らは、バイオマスなどの国産エネルギーの供

給源、供給基地としても重要な役割を果たし

ていくことになるわけであります。  

 低炭素社会を実現するということは、地方

がその先導役を果たすことに他ならず、それ

ぞれの地域が、食糧もエネルギーも地産地消

型に近づいていくことになるでありましょう。  

 あまり知られてないことでありますけれど

も、既にわが国の 76 の自治体が、地域内に民

生用電力需要を上回る再生可能エネルギー電

源を保有しているという調査がございます。こ

ういった取組をさらに全国に広げることで、日

本が世界をリードしていくことがであります。  

 このような地域の取組を大きく推進し、優

れた事例の横展開をはかるために、全国から

10 程度の環境モデル都市を選び、政府のバッ

クアップのもとに、大胆な革新的な取り組み

を進めてもらうことにしております。  

 大都市、中都市、小都市、農村や山村など、

日本のさまざまな地域が、それぞれの地域に

適したやり方を模索しながら大きな削減を図

り、国も全国の地域も国民もそれを応援し、

その過程から学んだことを自分たちも活かし

ていく、という好循環を生み出すことで、日

本全体の大きな削減を実現してまいりたいと

思います。  

４．国民が主役 

 次に、４つ目の柱でございますけれども、

それは、国民が主役である、という点であり

ます。低炭素社会をつくっていくためには、

国民一人ひとりがその意義と重要性、やり方、

メリットと負担を理解して、行動する必要が

あります。  

 国民は、観客席で低炭素社会への動きを見

ているのではなく、一人ひとりがその「演じ

手」であり、「主役」であるのです。低炭素社

会をつくっていくためには、知ること、新し

い社会を描くこと、行動すること、そして伝

え広げることが大切であります。  

 意識の高い人々は、もうすでに活発に動い



 

ております。そういった人たちがもっと動ける

ように、そして周りに広げていけるように、政

府の役割は、低炭素型に行動を変えたくなる

ような仕組みづくりを提供するとともに、ま

だ意識していない人たちに対し、気づきのき

っかけを提供していくということであります。  

 そのために教育は非常に重要な役割を担い

ます。義務教育はもちろん、生涯を通しての

あらゆるレベル・あらゆる場面での教育にお

いて、低炭素社会や持続可能な社会について

教え、学ぶ仕組みを取り入れていかなければ

なりません。  

 また、低炭素社会を実現していくためには、

ライフスタイルを変えていく必要があります

が、そうした意識を全国民で共有する方法の

ひとつとして、サマータイム制度があります。

この制度の導入については、与党でも現在検

討が進められておりまして、なるべく早く結

論が得られることを期待いたしております。  

 もうひとつ、国民の意識転換を促すものと

して、クールアース・デーを設定したいと思

っております。  

 今度のＧ８サミットが７月７日の七夕の日に

開催されることにちなみまして、この日は一

斉消灯し、天の川を見ながら、地球環境の大

事さを国民全体で再確認する運動が、現在展

開中であります。  

 これを今年だけの取組としないためにも、

７月７日を「クールアース・デー」として、一

斉消灯運動のみならず、毎年毎年、低炭素社

会への歩みを国民みんなで確認する様々な取

組を行う日にしたいと思います。  

 この他にも各地のＮＧＯや地域のグループ

の力を活かして、日本全国で、国民がリーダ

ー役となって周りの人たちに環境の重要さを

伝え、広げ、引っ張っていく、そのような躍

動感あふれる様々な取り組みを支援し、広げ

てまいります。 

＜最後に＞ 

 以上、色々申し上げましたけれども、この低

炭素社会の実現に向けて、日本が何を行うべ

きかについて、申し上げたわけでございます。  

 「地球温暖化問題に関する懇談会」という

のがございまして、政府で今それを主催して

行っておりますけれども、まもなく、より具

体的な政策提言をまとめてくださると思って

おります。本日申し上げたのは、この懇談会

やまた与党内でのこれまでの議論、NPO など

の有識者の方々との意見交換を通じまして、

私なりに、地球環境問題に取り組むべき基本

姿勢について考えをまとめたものであります。  

 現在、福田内閣として、社会保障制度改革、

税制抜本改革、消費者行政の一元化、公務員

制度改革など大きな課題に正面から取り組ん

でおりますが、これらに共通していることは、

これまでのやり方や発想を変えなければ、今

の時代を乗り切るための本当に望ましい解決

策には至らないということであります。  

 地球環境問題も、何か派手なことをやれば

解決するというものではありません。産業界

のみならず国民ひとり一人が発想を転換して、

そして世界の国々とともに、息長く着実にも

のごとを進めていくということが何よりも重

要なのであります。この問題は、経済、社会、

コミュニティ、ライフスタイルの全てを変え

ていかないと対応できない問題であります。  

 ２００年以上前につくられた先ほど申し上げ

たイギリスのアイアンブリッジが、現代の世

界遺産として、産業革命という先祖たちの成

功を今に伝えているように、２００年後の将来

の子孫たちが、我々の努力を「低炭素革命」

として、誇らしく振り返れるようなものにし

ていかなければならないと考えております。  

 この低炭素社会づくりの革命に真剣に取り

組んでこそ、国際社会における日本の存在感

を高めることができ、また、世界をリードし

てこそ、日本の経済を更に強固にすることが

できる、だからこそ我々は、低炭素社会を実

現していかなければならないと考えているわ

けであります。  

以上でございます。  

＜配布された参考資料について＞ 

 お配りしている表がございます。なかなか

有意義でございますから後でゆっくり見てく



 

ださい。１９９０年と２００５年、１９９０年というの

は京都議定書の基準年になった年です。それ

を基準として取りたいという国があるという

ことでありましたけれども、今とは相当様子

が変わっております。２ページでございます

けれども、１９９０年と２００５年の各国の二酸化

炭素排出量が書いてございますけれども、こ

の間にどれだけ違っているということです。

例えば京都議定書に参加した国は、１９９０年で

４１％。今それが、２９％に減っております。一

方、中国は１１％が１９％に増えておるというこ

とです。アメリカは若干減少ということであ

りますけれども、左側の１９９０年は４１％とア

メリカの２３％を足しますと６４％です。ところ

が今、５０％なんです。要するに、黄色い部分

がこれだけ増えているということです。そう

いうことを考えますと、昔の１９９０年の基準を

いつまでも取ってこれから推し量ろうという

のは、これは無理があるというのが我々の考

え方なんです。やっぱり新しいデータに基づ

いて、そしてその変化をきちんととらえてい

かないと、将来の計画もなかなか立っていか

ないというように考えておるわけであります。 

 

 その後にいろいろ資料ございますけれども、

後ほどどうぞ見て頂きたいと思います。 

 

質疑応答 

 

司会（滝鼻卓雄理事長） それでは、これか

ら質問タイムに移りたいと思います。質問の

ある方は手を挙げてください。指名されまし

たら、お名前と所属を述べてから、質問は簡

潔にお願いいたします。それではどうぞ。 

 

福田首相 ちょっとその前に、お配りしてい

る表がございますね。これ、なかなか有益で

ございますから、後でゆっくりみてください。 

１９９０年と２００５年。１９９０年という

のは京都議定書の基準年になった年ですね。

それを基準としてとりたいという国があると

いうことでありましたけれども、いまとは相

当様子が変わっております。資料の２ページ

でございますけれども、１９９０年と２００

５年の各国の二酸化炭素排出量が書いてござ

いますけれども、この間に、どれだけ違って

いるかということです。 

例えば、京都議定書に参加した国々は、１

９９０年、世界の二酸化炭素排出量の４１％

を排出していた。いまそれが２９％に減って

おります。一方、中国は１１％から１９％に

ふえておるということですね。米国は２３％

から２１％で、これは若干減少ということで

あります。この１９９０年は、日本など議定

書参加国の４１％とアメリカの２３％を足し

ますと６４％ですよ。ところが、それがいま

は５０％なのです。要するに、中国、インド、

メキシコ、韓国その他の部分が、３６％から

５０％にふえているのです。 

そういうことを考えますと、昔の、１９９

０年の基準をとって、これからいつまでも推

し量ろうというのは、これは無理があるとい

うのが我々の考え方なのです。やっぱり新し

いデータに基づいて、そして変化をきちんと

とらえていかないと、将来の計画もなかなか

立っていかないというように考えておるわけ

であります。 

 

司会 それでは質問をどうぞ。 

 

橋本五郎（読売） 総理なりのサミットに向

けた哲学と、並々ならぬ決意を表明されたと

思うんですけれども、いくつか確認したいこ

とがあります。 

１つは、企業間で排出量を取り引きする、

排出権の取引制度、これを秋からやりたいと

いうことなんですけれども、大口の鉄鋼、電

力がかなり消極的というか慎重です。どうや

ってこれを説得していくのか。トップ会談も

辞さないのか。 

そしてもう一つ大事なことは、それは試み

としてやるんでしょうけれども、いつから本

格的にやるのか。試みとしてやってみたけど

だめだったからしようがないやということで

はしようがありませんから、ある程度本格導



 

入をちゃんと視野に入れなければ、試みをや

っても始まらないという気がするんですが。 

それともう一つ、これはいいにくいことで

すけれども、政権の支持率は極めて低い傾向

にある。政権の力がなかなかないという状況

の中で、やっぱり相当の指導力を発揮しなけ

ればだめですよね。その辺の決意。要するに

これを進めていく場合、サミットまでは頑張

りますけれどもその後は……というのでは困

りますからね。その辺をどう考えているのか

を、そういう決意を具体的にお聞きしたいと

思います。 

 

福田首相 ことしの秋に、国内において試行

的に、実験的に始めてみようということです。

これはＥＵ域内でもって始めているわけです

ね。そして、いろんな経験を積んでいると思

いますよ。ＥＵもやってみたらいろいろ問題

があるな、ということを、いま考えているか

もしれません。しかし、もう始めている。そ

してこれは、一つのやり方としては有効なや

り方なんです。ですから、それをどうやって

きちんとやっていくか、ということが問題な

んですね。そこのところは、我々は慎重にそ

の制度を考えていかなければいけない。 

しかし、我々はそういうことを何もしない

でいて、理屈ばかりいっていても話は進まな

い。そして、ふと気がついたら、ほかの国は

みんなやっているけれども日本はやっていな

かった、というようなことになるんですね。

またそのときに慌ててやって、経験が不足し

て失敗する、といったようなことのないよう

に、そういうことを避けなければいけない。

ですから、ほかの国がやるのであれば、日本

もきちんとそれに対応していこう、対応でき

るようにしておこうということです。 

ただ、先ほど申しあげましたように、例え

ばいま一番心配しているのは、マネーゲーム

ですよ。投機の対象になってはいけないとい

うようなことがあります。またいろいろ細か

いルールもあると思いますので、そういうふ

うなことについて、これから慎重に考えてい

きたい。しかし、やれるようにしておこう。

対応できるようにしよう、というのが私の考

え方であります。 

それから政治の話？ 政治の話は、これは

もう、橋本さんの方がよくご存じで、私から

申しあげる以上に、いつもうまいこといって

いるじゃないですか。そういうことでひとつ、

私から申しあげなくてもいいんじゃないかと

思います。 

いずれにしても、政治のリーダーシップは

必要ですよ。やらなければいけないでしょう。

やらなければいけないんですよ。待ったなし

だと思いますよ。だから、これはやるんです。

だれがやろうが、これはある一定の方向に進

んでいくと思いますよ。そうでなければいけ

ないと思っております。日本が、将来どうな

るか、ということを考えなければいけないと

いうことであると思います。 

 

後藤謙次（ＴＢＳ） 内政についてうかがい

ます。延長がなければこの１５日で国会は会

期末を迎える。この国会を振り返りますと、

対決法案は憲法上の３分の２ルール、修正・

合意は非常にプロセスがわからないまま成立

する。こういう状況が続いているんですが、

８月に臨時国会を招集されるようですが、こ

ういうことが繰り返されますと、政治の停滞、

すくみ合いというのはどんどん続いていく。

来年９月の１０日には衆議院の任期切れが来

ますから、やっぱりここは解散総選挙に打っ

て出て、国民の信を問う時期に入りつつある

のではないか。洞爺湖サミット後にそういう

状況が来ないと、国民のイライラ感が募ると

いうことになるのではないかと思いますが、

いかがでしょうか。 

 

福田首相 まあ、いまの状況というのは、私

も決して好ましい状況ではないというように

思います。ですから、こういう状況というの

は打開したいなというように思います。 

しかし、会期末でもって、もう話し合いも

しないというような、そういう態度をとられ

てしまいますとね、もう、寄りつく島もない

というようなことになります。 



 

サミットもございます。解散の時期はいろ

んな情勢に影響を与えないように、と。特に

政治などに影響を与えないようにというよう

に考えます。サミット後に解散なんていう、

そういう話がちらほらするのは、これは一つ

の理由はあると思います。 

さあ、そこでですよ、解散して、その結果

が出て、そして、そうしたらその後またいま

のような状況が続いたらどうなるんですか、

ということもありますね。ですから、私はや

っぱりこなすべき案件というものはこなして

いかなければいけない、というように思って

おります。私はそっちのほうを優先したいと

思います。そのうえで、適当な、そしていろ

いろな政策立案、それから実行に支障のない

時期に解散をする。その時期は選びたいと、

このように思っておるところです。 

 

長谷部剛（日経） 温暖化の話に戻ります。

先ほど温暖化削減の方向で、Ｇ８と中国、イ

ンド等も含む主要排出国で、認識を共有した

いというふうなことを述べられました。サミ

ットを考えた場合、数字の合意もさることな

がら、この中・印も含むＧ８全体の認識の共

有、そちらの方向にみんなで進んでいくんだ

という合意の形成が、非常に重要なポイント

になると思います。その意味で２つおうかが

いします。 

１つは、先ほど参考資料でわざわざ説明さ

れましたが、９０年でみるか２００５年でみ

るか、これはまさにＥＵと対立するところだ

と思います。確かに２００５年比でみれば日

本も１４％削減ができます。この数字は、経

産省のエネルギー需給がもとだと思いますけ

れども、これでいえば、日本は９０年比では

４％の削減にとどまる。ＥＵは、これをもっ

て日本は温暖化ガス削減に消極的なんじゃな

いか、という見方をしている向きがある。先

ほどの話ですと、あくまでも２００５年で日

本は突っ張るぞという感じにも受け取れたの

ですが、それだと、サミット議長国として、

合意点をどうやってみつけるのか、若干不安

がある。どういう説得の仕方をなさるのか。 

もう一点。中国、インドを入れて、拡大会

合をＧ８の後にされると聞いていますが、中

国、インドなど途上国は、２０５０年の温暖

化ガス半減という、超長期の目標でさえ現状

では消極的ですね。これを巻き込むのは相当

大変だという認識で、中期目標はもちろん反

対しています。これをどういうふうに巻き込

んでいくのか、どう説得していくのか。 

 

福田首相 基準年のとり方によって、将来の

努力目標の数字が変わってくる。２００５年

をとると、日本は大した数字はいえないんじ

ゃないかということなんですけれども、正直

申しあげまして、我が国は１９９０年にもう

すでに省エネ大国になっているんです。エネ

ルギー効率は非常にいい。ＥＵその他の国は

まだそこに至ってない、ということで、いま

一生懸命努力をしている。 

で、２００５年、これをとりましても、日

本はやはり省エネというのは大したもので、

エネルギー効率も非常にいいんですね。主要

国のエネルギー効率の推移が資料の８ページ

にあります。ＥＵは２００５年で０.１８です。

日本は０.１１です。ですから、これをＥＵが

仮に２０％削減したとしても、我が国が先ほ

ど申しましたようなことをやっていけば、十

分に対抗できるというか、さらに日本はエネ

ルギー効率をよくして、それはＥＵよりはる

かに下回るエネルギー効率だ、ということな

んです。 

そういうことを、これはね、やはりセクタ

ー別でもって――セクター別というのは、積

み上げ方式ですから、政治的なメッセージと

して数字を決めたという話ではないんですか

ら、これは根拠のある話でございますから、

そういう根拠をもって説得をしていくという

ことをすれば、これは理解してもらえるもの

ではないかというように思います。 

こういうような、地道な積み上げ方式とい

うのは、中国、インドにも説明をしておりま

す。中国も一定の評価をしてくれております

し、インドも理解を示しているというような

話も聞いております。この方式は、いろいろ



 

な国々を説得するために有力な手段だという

ように思っております。いままでのように、

例えば２０５０年、５０％削減といったって、

これはできるかできないかわからないんです

よ、実際問題として。 

２０５０年５０％を達成するために、これ

は地球全体ですから、そのためにどういう技

術を開発するか。まあ２０２０年はいまの省

エネ技術をどんどん進めていくということで

いいかもしれないけれども、２０５０年にな

ったら、省エネではもうもたないんです。革

新的な技術、エネルギーを開発しなければい

けない。そういうことができなきゃ２０５０

年、５０％無理ですよ。ましてや、６０ない

し８０なんていうふうに私もさっき申しあげ

ましたけれども、８０％削減なんていったら、

死活的に革新的な技術開発が重要なことです

よね。そのために我が国は、いまからスター

トしてそれに向かっていこう、そういうこと

を先ほど申しあげたつもりです。 

それからインド、中国の話がございました。

いま中国は、日本のエネルギー効率でいえば

９倍悪い。ロシアは十何倍といわれています。

そういう状況の中で、いまＧ８とか、日本が

いっているような数字をいったって、これは

ちょっと無理でしょう。比較するのは難しい

と思いますよ。 

ですから、そのためには、やっぱり相当程

度努力してもらって、省エネを進めてもらう、

ということがまずは必要だと思います。そし

て、どうやったら省エネができるかというノ

ウハウを自分で体得する、修得する。そのこ

とによってだんだんと自信を持ってもらうと

いうことです。それができるように我が国は

クール・アース・パートナーシップという構

想で支援していこう、ということをもうすで

に始めているんです。その取り組みを、中国

にも始めました。そしていま、途上国でやり

たいというところには、それを積極的に支援

しようと、資金、技術、両面において援助し

ていこうと取り組みとして始めているという

ことであります。 

ですから、そういうことをどんどんやって、

技術を移転して、そしてそういう国々におい

てもエネルギー効率を高めてもらうというこ

とをしてもらう。これは時間が多少かかると

思います。 

そのうえにおいて、では総量目標はどうし

ましょうか、という話ができるのではないか

と思うのです。その辺でやっぱり我々、先進

国としての格段の努力が必要だというように

思っております。 

 

倉重篤郎（毎日） これ“福田ビジョン”と

呼んでよろしいのか、なかなか内容が豊富で、

意欲的な作品だと思います。ただし、いまお

っしゃったように、これだけのことをなし遂

げる大事業でありますから、掛け声だけでは

いけない。それから、国内外のいろんな方と

も調整が必要です。少なくとも、いい出しっ

ぺとしての総理としては、最低１０年間ぐら

い、本来であれば政権にいて、これを実現さ

せなければできない話だと思います。しかし、

そうとまではいいません。少なくとも２０１

０年、２年間やって道筋をつけられるべきだ

と思います。 

その意味でのお覚悟を、いま一度おうかが

いしたいのと、先ほど、解散については、そ

れは一番いい時期にやるのだと、それはよく

わかりました。しかし、その前に、やはり自

民党内から起きている一つの待望論と警戒論、

両方ありますけれども、改造、内閣改造につ

いて、先日のお話では白紙状態、イエスもノ

ーもない、というような、ある意味では子ど

もだまし的な言い方であったのですが、ここ

は紳士の記者クラブでありますので、大人の

政治記者にわかるような形で、ぜひその辺の

お考えをお聞かせいただきたいと思います。 

 

福田首相 まあ、この課題は、私一代で終わ

るものではないのです。ただ、まあスタート

を切らなきゃいけないですね。その役割を果

たさなければいけないとは思っております。

しかし、何をやらなければいけないかという

のは、これは、もう皆さんよくわかっている

わけでありますから、それをしっかりとやっ



 

ていただく。ということは、これはだれがや

ってもできることであり、まただれがやって

もしなければいけないことだというふうに思

っております。 

それからあとの質問、白紙は白紙なんです

よ。白紙でありまして、子どもだましとか…

（笑）そういわれるとちょっと困るんであり

ますけれども、まあ、しかし、一番危険なと

ころだ、こういう認識を持っておりますので、

（笑）さらにクリーンな白紙、というところ

できょうはかんべんさしていただきたいと思

います。 

 

司会 どうもありがとうございました。これ

で会見を終了します。 

最後に総理に、クラブから特別会員証をお

贈りします。有効期間は２年です（笑）。 

 

 

スピーチ：首相官邸ホームページから 

質疑応答：文責・編集部 

 


